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外国人のあらたな
就労制度について

‐特定技能と就労への変更‐
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一、特定技能の運用状況

二、特定技能制度の概要

三、試験・就労変更に注意点

四、其の他
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特定技能試験の実施状況

①実施なし（5分野）
素形材産業、産業機関製造業、
電器・電子情報関連産業、建設、漁業

②海外のみの実施（3分野）
自動車整備、農業、造船

③海外・日本国内の実施（6分野）
介護、ビルクリーニング、航空、宿泊、
飲食料品製造業、外食業
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◎病院
◎不二家
◎マクドナルド
◎ファミリーレストラン
◎セブンイレブン
◎コンビニ
◎旅館江戸駒
◎民泊
◎ホテル・旅館業
◎日本海
◎木口総合保全(株）

特定技能1号の受入れ機関になれますか？
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日本国内の受験者/合格者数

１、外食業（11月まで）：4458/2792

２、宿泊(日本国内のみ）：1042/643
（38）

３、介護：1440/607 ＋1459/631
(介護技能評価試験）(介護日本語評価試験）
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在留資格「特定技能」の創設等を目的とした「出入国管理及び難
民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律」が成立。
2018年１２月１４日公布、2019年４月１日施行

●特定技能外国人の受入れに関する運用要領
（法務省・出入国在留管理庁）
（①在留資格，②産業分野，③求められる人材
④関係行政機関の調整，⑤制度運用事項）

●第1号特定技能外国人支援に関する運用要領
（法務省・出入国在留管理庁）
（職業生活，日常生活、社会生活の支援に関する基準事項）

●特定の分野に係る運用要領別冊
（法務省・分野所管行政機関）
（分野ごとの制度上の運用に関する重要事項等）
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在留状況が悪い（出席率ゼロ、単位ゼロ）

留学生の年金免除手続き

入管法の届出等の義務を履行

仮面浪人等々
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１ 新規来日

２ 技能実習生

３ 留学生等の中長期在留者

特定技能の在留資格者となるのは



張建紅行政書士事務所

17

二か国間協定について
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１、受験資格（退学・除籍は除外）

２、在留資格「特定技能」についての問い合わせ先(入管ＨＰ）
分野別に官署名・住所担当部署・連絡先の記載あり

３、分野別のHP （担当官署）へ

４、試験実施要領、学習テキスト、申し込み（試験外括団体ＨＰ）

５、合格発表（２、３週間後）・証明書発行

６、受け入れ先（協議会・ハローワーク等）

７、変更申請時期（会社側次第）

特定技能試験について

「失踪した技能実習生」
「特定活動（難民申請）」の在留資格
「技能実習」
「研修」
「特定活動（日本料理海外普及人材育成事業）」
「特定活動（特定伝統料理海外普及事業）」
「特定活動（製造業外国従業員受入促進事業）」
「特定活動（インターンシップ）」
「特定活動（外国人起業活動促進事業）」
「経営・管理（外国人創業人材受入促進事業）」



張建紅行政書士事務所

19

１、受験資格（退学・除籍は除外）

２、在留資格「特定技能」についての問い合わせ先(入管ＨＰ）
分野別に官署名・住所担当部署・連絡先の記載あり

３、分野別のHP （担当官署）へ

４、試験実施要領、学習テキスト、申し込み（試験外括団体ＨＰ）

５、合格発表（２、３週間後）・証明書発行

６、受け入れ先（協議会・ハローワーク等）

７、変更申請時期（会社側次第）

特定技能試験について
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介護の写真 介護
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日本語試験
介護技能評価試験
介護日本語評価試験
人数制限

特定技能１号（介護分野）2019年4月～）

外国人が従事する業務：

身体介護等（利用者の心身の状況に応じた入浴，食事，排せつ
の介助等）のほか， これに付随する支援業務（レクリエーション

の実施，機能訓練の補助等）とし，訪問介護等の訪問系サービ
スにおける業務は対象としない。

１号特定技能外国人の人数枠は，事業所単位で，日本人
等の常勤の介護職員の総数を超えないこととされています。
日本人「等」については，告示に あるとおり，次に掲げる外
国人材が含まれます。
①介護福祉士国家試験に合格したＥＰＡ介護福祉士
②在留資格「介護」により在留する者
③永住者や日本人の配偶者など，身分・地位に基づく在留
資格により在留する者
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介護：（2017年9月1日～施行）

（１）介護の在留資格に該当する範囲
ア 介護福祉士の資格を有する者が,本邦の病院,介護施設等で入浴,食事の介助等の
介護業務全般を行 う活動が該当し.ケアプランの作成等 も含まれる｡
イ 在留資格 「介護｣においては,活動場所は必ず しも介護施設等に限定されるもので
はなく.訪問介護 も可能であり,介護対象者の範囲も老人介護に限 らないが,要介護
者本人や,その家族 との契約に基づいて行 う活動は,ここにい う 本｢ 邦の公私の機関
との契約｣には該当 しない｡

（２）用語の意義
ア 介護福祉士 とは,専門的知識及び技術をもって,身体上又は精神上の障害があるこ
とにより日常生活を営むのに支障がある者につき心身の状況に応 じた介護啄( 疾吸引
その他のその者が日常生活を営むのに必要な行為であって,医師の指示の下に行われ
るもの厚( 生労働省令で定めるものに限 られる｡)を行い,並びにその者及びその介
護者に対 して介護に関する指導を行 うことを業 とする者をい う 第( 2の 1参照｡)
イ 「介護の指導｣ とは,資格を有 しない者が行 う食事,入浴,排継の介助等の介護業
務について指導を行 うことや,要介護者に対 して助言を行 うことを指 し,教員の立場
で,生徒に対 し介護の指導を行 う場合はこれには該当しない｡
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介護福祉士登録証(写し）

本邦の介護福祉士養成施設の卒業証明書
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社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律
（平成19年法律第125号）（以下「新法」という。）の施行
により、平成29年4月1日から介護福祉士養成施設卒業
者も介護福祉士となる（介護福祉士登録を受ける）には
介護福祉士試験に合格しなければならない（新法第39
条）こととなりました。

新法の施行（2017年4月1日）から２０２２年3月31日まで
に介護福祉士養成施設を卒業した者については、介護
福祉士試験に合格しなくても（不合格又は受験しなかっ
た者）、卒業年度の翌年度から5年間は介護福祉士とな
る資格を有する者とする経過措置が設けられています。
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２０１７年４月１日～2022年3月31日までの
卒業生（特例）

①特例で5年間を継続的に働く
②5年間の実務経験で資格を取得する
③業務期間が連続して、1825日以上かつ
従事日数が通算900日以上
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介護と技人国

大学等において修得した介護学等の知識
この知識を生かして,介護サービスの利用相談等の業務に
従事する場合に,在留資格｢技術･人文知識･国際業務｣を決
定している例がある。

介護施設等で入浴,食事の介助等の介護業務を行うことは
在留資格｢技術･人文知識･国際業務｣に該当しない｡
なお,介護福祉士の資格を有する者がケアマネージャーとし
ての業務に従事する場合は,在留資格｢介護｣に該当する｡
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経済連携協定（EPA)に基づくインドネシア、フィリピン人看護師等の受入れ （2017年8月
31日まで）

イ 特定活動告示17号,21号及び28号(就労コース)
これらは, 2国間の経済連携協定(EPA)に基づき,介護福祉士候補者として,
本邦において介護業務を行いながら,介護福祉士国家試験の合格を目指す(介
護福祉士国家試験に合格した後は,介護福祉士としての業務を行う)ことを目的
としているものであるが,これらに該当する者は,本邦の介護福祉士養成施設を
卒業していないことから,介護福祉士国家試験に合格して介護福祉士として登
録したとしても,塞準に適合せず,在留資格｢介護｣の変更は認められない

ウ 特定活動告示22号及び29号(就学コース)
これらは,2国間の経済連携協定(EPA)に基づき,介護福祉士候補者として,
本邦の介護福祉士養成施設で学びながら介護福祉士国家試験の合格を目指
す(介護福祉士国家試験に合格した後は,介護福祉士としての業務を行う)ことを
目的としているものであり,これらに該当する者が本邦の介護福祉士養成施設
を卒業し,介護福祉士国家試験に合格して介護福祉士の登録をした場合,基準
に適合することとなるが,在留資格｢介護｣への変更を認めるか否かは,変更を適
当と認めるに足りる相当の理由があるかどうかを個別に審査して判断すること
となる｡


